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京セラの経営哲学から見た7つの習慣: 第5の習慣「理解してから理解される」②


 テーマ: 京セラの経営哲学から見た7つの習慣: 第5の習慣「理解してから理解される」②
1 京セラの経営哲学から見た7つの習慣:概説1 2 概説2　 3 概説3　4　概説4 　5 第1の習慣「主体性を発揮する①」6 第1の習慣②　7 第2の習慣「目的を持って始める①」　8 第2の習慣②　9 第3の習慣「重要事項を優先する①」10 第3の習慣②　11 第４の習慣「Win-Winを考える」①　12 第４の習慣② 13 第４の習慣③　14　第４の習慣④　15　第5の習慣「理解してから理解される」① 16第5の習慣②
<B><font color="BLUE">(1)　はじめに</B></font>
今日は、「京セラの経営哲学から見た７つの習慣」の第５の習慣、「理解してから理解される」のお話しの2回目です。
<B><font color="BLUE">(2)　前回の復習</B></font>
「自分のことを理解してほしい」と思うのであれば、まず自分が、相手を理解することから始める必要があり、こうした係り方が人間関係における効果的なコミュニケーションの鍵であるということを前回お話しました。
また、前回「自叙伝的な聞き方」についても最後に少し紹介しましたが、ここで改めて説明したいと思います。すなわち、「自叙伝」とは、「過去の自分の経験に基づく」ということを意味します。そのため「自叙伝的な聞き方」とは、自分の経験に基づき、相手の話を評価しながら聞くとか、探りながら聞くとか、アドバイスをしながら聞く、という聞き方のことです。つまり、人の話を聞いている際には、自分の経験値でしかそれを計ることが出来ないため、自分の経験の中で、それがいいのかどうかを判断してしまうということです。どちらかというと視点が自分の側にあり、相手に積極的に感情移入して聞こうというよりは、少し冷めて客観的に聞いていると言えます。
その次の段階として、完全に相手の中に入っていく、「感情移入」とか「積極的な傾聴」という積極的に聞く段階があります。
<B><font color="BLUE">(3)　感情移入傾聴法への4段階</B></font>
感情移入傾聴法への4つの段階
<img alt="③.jpg" src="http://bbiq-bs.jp/blog/%E2%91%A2.jpg" width="547" height="346" class="mt-image-center" style="text-align: center; display: block; margin: 0 auto 20px;" />


この積極的に聞く段階にも、複数の段階があります。まず第1は、「話の中身を繰り返す」というオウム返しの段階です。相槌(あいづち)を打つなど一番基礎となる聞き方で、感情移入するときの話が上手くいく一番の入口と言えます。第2に、「話の中身を自分の言葉に置き換える」という段階があります。左脳を使って論理思考を使用して、コミュニケーションを図ります。さらに第3に、お互いの感情が触れ合って共鳴するような「感情を反映する」段階があり、そして、第4の最も高い感情移入の段階として、「自分の言葉を使いながら同時に感情を反映させる」という段階があります。左脳と右脳の両方を使い、相手が何を考えているのかを理解していく段階になります。ここで注意してほしいのは、この感情移入傾聴法は、決して相手に同情しているわけではありません。すなわち、相手がどういう考え方を持っているのか、相手の立場で見ることが、相手を理解するということです。その上で、今度は自分の意見も聞いてもらわないといけません。この双方が成立して初めて成熟した人間関係となます。
<B><font color="BLUE">(4)　エトス、パトス、ロゴスとプレゼンテーション</B></font>
そこでよくアメリカでは、密接なコミュニケーションの手段としてプレゼンテーションを行うわけですが、これは「エトス」と「パトス」と「ロゴス」というギリシャ語を使って説明できます。
エトス、パトス、ロゴスとプレゼンテーションの関係
<img alt="④.jpg" src="http://bbiq-bs.jp/blog/%E2%91%A3.jpg" width="547" height="346" class="mt-image-center" style="text-align: center; display: block; margin: 0 auto 20px;" />


すなわち、ここで、「エトス」とは、倫理（ethics）や道徳のことです。また、「パトス」は、情熱（passion）や感情を意味します。そして、「ロゴス」は、英語では理論（logic）です。自分と相手のコミュニケーションを上手く行う場合に、プレゼンテーションを行いますが、この場合、この順序が重要です。まず第1の「エトス」は、「エトス」とか「エートス」といい、辞書的に説明すれば、「人間の持続的な性格」を意味します。つまり、ある集団に行渡っている道徳的な習慣とか雰囲気を表します。すなわち、様々な人間関係を持つにあたり、第1段階として、各人の信頼性の基になる倫理や道徳としての「エトス」が必要となり、第2段階として、感情（「パトス」）すなわち相手を感情的に理解するということが必要で、感情移入で相手の気持ちを理解しながら、上手くコミュニケーションを取っていくことが重要になり、第3段階として、思いやりを持って相手の話を聞くと同時に、最後に勇気を持って自分の言いたいことを言うというところに、「ロゴス」logicを使い、相手を理解してから、こちらも理解してもらうことが必要になります。
これは、前回の「Win-Win関係を支える五つの柱」のところでお話しした、「人格」としての「誠実性」(エトス)→「成熟」（思いやりと勇気）(パトスとロゴス)→「豊かな心」の順番と内容とに一致します。
<B><font color="BLUE">(5)　まとめ</B></font>
Win-Winの関係を更に発展してシナジー効果を得るためには、感情移入傾聴法と効果的なプレゼンテーションの技術を活用して、右脳左脳と自分の言葉を使いながら、同時に感情を反映させて相手の言うことを聞くと同時に、自分の言いたいこともしっかりと言うということが必要ですよ、ということです。
〔参考〕スティーブン・コヴィー[2013]「７つの習慣」キングベアー社









キーワードで理解するイノベーション・マネジメント(1)


  今回のまとめ：「イノベーション」とは、新たな価値の創出をもたらす革新を言います。

　今回から、イノベーション・マネジメントを理解するためのキーワードを毎回１つ取り上げて、基本的な解説を行ってみたいと思います。第1回は「イノベーション」です。
　「イノベーション」とは、一般的に定義すれば「新たな価値の創出をもたらす革新」のことを言います。
　日本では、1956年度の『経済白書』以来、イノベーションを「技術革新」とする理解が普及しました。しかし、この語は本来、より一般的な革新を意味しています。
　イノベーションを資本主義の発展の原動力として重視した経済学者、J.A.シュムペーターは、次のように５つの類型を上げています。
　　新製品の生産（プロダクト・イノベーション）
　　新工程の導入（プロセス・イノベーション）
　　新市場の開拓
　　原材料等の新たな供給源の獲得
　　新しい産業組織の実現
　これらの類型は、単なる事例ではなく、原材料の調達から生産、販売に至るサプライチェーンの全体像を念頭において上げられたものと理解できます。
　この５つの類型のうち、プロダクト・イノベーションとプロセス・イノベーションをテクノロジカル・イノベーション、すなわち技術革新と呼ぶことがあります。
　このようにイノベーションとは、広く革新を意味しているのですが、この放送では、主に技術的なイノベーションを取り上げることになると思いますので、この点ご了解ください。
　このようなイノベーションの例として、皆さんは何を思い浮かべられるでしょうか。自動車、半導体、コンピューター、ペニシリン、ナイロンなど技術史上の画期的なイノベーションでしょうか。あるいはインターネット、携帯電話などの比較的新しい事例でしょうか。これらは、いずれもイノベーションと呼んで差し支えないものだと思います。
　ただ、このような私たちの生活や働き方に大きな変化をもたらした事例のみがイノベーションと呼ばれるわけではないという点に注意してください。例えば、社会的なインパクトは大きくなくとも、企業が自社にとって新しい製品を市場に導入したという場合も、定義的にはイノベーションの範疇に含まれるのです。
　日本の民間企業におけるイノベーションの実態は、文部科学省科学技術・学術政策研究所の「全国イノベーション調査」によって把握されています。2014年3月に公表された第3回調査結果によれば、2009年度から2011年度の間にプロダクト・イノベーションを実現した企業は15.8％、プロセス・イノベーションを実現した企業は15.6%となっています。










キーワードで理解するイノベーション・マネジメント(2)


  今回のまとめ：研究とは新たな知識を探索する活動、開発とは知識を使って新たな製品・サービス、製法、システムなどを生み出すための活動です。


　今回は、技術的なイノベーションを実現する上での主要な活動である「研究開発」を取り上げます。
　このキーワードは、英語のResearch and Developmentに対応しています。しばしばR&Dと短縮表記されますが、英語ではR--研究と、D--開発が常にandで結ばれ、両者が正格の異なる活動であることが明示されています。
　研究開発活動については、OECDの主導により1960年代から統計調査の国際的な標準化が進められてきており、日本では総務省統計局が毎年実施している『科学技術研究調査』によって実態が把握されています。
　そこで使用されている定義を短縮して言えば、要するに研究とは「新知識を得るための活動」、開発とは「知識を活用して製品、システム、行程等を新たに導入したり、改良したりする活動」ということになります。
　この統計調査では、研究をさらに「基礎研究」(Basic Research)と、「応用研究」(Applied Research)に区分しています。
　基礎研究とは、特別な応用や用途を考慮せず、仮説や理論を形成したり、事物についての新しい知識を得るための活動、とされています。
　これに対して応用研究とは、特定の目標を定めて実用化の可能性を確かめたり、新たな応用方法を探求する活動、とされています。
　実際の研究開発活動において、研究と開発に対して、それぞれどの程度の比重をかけるのかは、その担い手である組織の目的によって異なります。
　プリンストン大学のドナルド・ストークスという研究者は、研究開発が基礎理論の理解を目的としているのか、また実用的な開発を目的としているのかという２つの軸を使って、研究開発のタイプ分けを行っています。軸が２つですから、これは４つの象限を構成します。
　まず専ら基礎理論の理解を目的とする活動が位置する象限は、原子物理学者の名前をとって「ボーア象限」と呼ばれています。
　逆に専ら実用的な開発を目的とする活動が位置する象限は、「エジソン象限」と呼ばれています。
　一方、基礎理論の理解と、実用的開発の両方に該当する象限は、細菌学の基礎を確立するとともに、病気の予防法や治療法に多大の貢献をなした科学者の名前をとって「パスツール象限」と呼ばれています。
　企業も大学も、その研究開発活動は、これら全ての象限に多少とも関わっているのですが、関わり方の程度は大きく異なります。
　この点は、調査統計からも明らかです。平成26年度「科学技術研究調査報告」によれば、平成25年度における我が国の研究開発費総額は18兆1,336億円で、そのうち自然科学分野の研究開発費に占める基礎研究の割合が15.2%、応用研究は22.8%、開発は62.1%と報告されています。
　これは全体の構成比ですが、企業のみの研究開発費について性格別の内訳をみると、基礎6.9%、応用18.6%に対し開発が74.5%もの割合を占めています。一方、大学では基礎研究の割合が54.2%と高く、応用は36.8%、開発は9.0%となっているのです。









第三大陸は財務報告②


 
今回は前回に引き続き、アカウンティングの第三大陸である財務報告についてお話しします。財務報告は、企業外部の利害関係者の意思決定に貢献する会計領域です。ビジネスパーソンがアカウンティングを学ぶ時には、こちらから上陸されるのがよろしいでしょう。
前回は、貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書の三表についてお話ししました。実はこれらの財務諸表の作り方を定める会計ルールに、近年、大きな変化が生じています。これまで日本企業が財務諸表を作成する場合には、当然ながら日本基準が用いられてきました。しかし、約3,600の上場企業のうち、すでに70社を超える企業が国際会計基準（IFRS）で財務諸表を作成しています。国際会計基準とは、英国のロンドンに本部を置く国際会計基準審議会という団体が設定する、欧州発の会計ルールのことです。全世界で100近くの国もしくは地域が部分的であれ採用しているグローバルルールです。わが国でも企業の選択によって、日本基準に代えて国際会計基準を適用することが認められています。
国際会計基準は時価を重視する点に大きな特徴があります。時価とは今の値段、これとは対照的に、原価とは過去の購入時の値段をいいます。たとえば、あるメーカーが工場を新設し、総工費として10億円を要したとしましょう。現行の日本基準に従えば、貸借対照表の有形固定資産の部にこの原価10億円を計上します。ただし、建物であれ設備であれ、時の経過とともに価値を落していきます。仮にこの工場の耐用年数を40年とすると、10億円の工場が40年で価値を失うわけですから、毎年2,500万円ずつ費用化されることになります。これが減価償却費です。このような会計処理の方法を「原価モデル」と呼びます。それに対して国際会計基準は、原価モデルを認める一方で、「再評価モデル」という別の方法も認めています。この再評価モデルに従えば、定期的にその工場の時価を見積もることとなります。先の工場新設から、４年間が経ったものとしましょう。原価モデルに従えば、毎年2,500万円ずつ減価償却費を計上するわけですから、４年後には減価償却費の累計額は１億円になります。もともとの取得原価は10億円ですので、この１億円を控除した９億円が、４年後の貸借対照表に計上されます。さて幸いにしてこの工場が製造する製品が売れに売れて、生産現場においてはフル稼働が続いているとします。この工場が当社にもたらす将来のキャッシュフローを現在価値ベースで15億円と見積もったとするならば、国際会計基準はこの金額を貸借対照表の有形固定資産の部に計上することを認めています。これが再評価モデルです。
国際会計基準はなぜ時価を重視するのか、その理由を理解するためには、一度株式会社という存在について考えてみる必要があります。一般従業員や消費者の立場からすれば、会社とは、働いたり利用したりする生活の場に違いありません。ところが投資家の立場からすれば、株式会社とは、売ったり買ったりする金融商品となります。株式会社が売買の対象であるならば、その財産の一覧表である貸借対照表はできるだけ今の値段で評価した方が、会社の売買価値を判断するうえで都合がよいのです。国際会計基準は、このような投資家の要望を強く反映しています。
今日のお話をまとめます。
アカウンティングマップの第三大陸は、財務報告です。財務報告は、貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書という三表によって行われます。近年、この財務諸表の作成ルールにおいて、国際会計基準が大きな影響力をもちつつあります。









第四大陸は管理会計


 
アカウンティングは、六大大陸から成っています。今回はそのなかの四番目の大陸である管理会計についてお話します。これは、企業内において経営を改善するために用いられるアカウンティングです。
第四大陸は、アカウンティングマップを縦切りにした場合には意思決定のところに、横切りにした場合には内部会計のところに位置します。一言で言えば、企業内部の利害関係者、具体的には経営トップを中心とする経営陣の意思決定に貢献する会計領域となります。
経営トップが最も気にする財務指標として、まず想起されるのは利益額でしょう。業種業態や規模の大小を問わず、仮初めにも営利事業を営む限り、利益額なくして存続なしです。ここで、同業の２社、甲社と乙社について考えてみましょう。両社ともに今期の利益額は100万円で、その意味では両社の成果に違いはありません。しかしよく調べてみると、甲社の資本金は1,000万円、乙社の資本金は5,000万円でした。そうであれば、資本金が小さい甲社の方が成果が大きかったということになります。甲社は1,000万円の資本金で100万円を儲けたわけですから、利益率は10%です。それに対して乙社は、5,000万年の資本金で100万円しか儲けなかったので、利益率は２%です。このように、企業の成果を比較する場合には、利益額よりも利益率の方が合理的です。
企業の当期純利益を自己資本で割った比率のことを、自己資本利益率と言います。英語ではReturn on Equityですので、その頭文字をとってROEとも呼ばれます。最近、経済関連の新聞雑誌において、ROEという文字をご覧になる方も多いのではないでしょうか。その背景として、昨年閣議決定された日本再興戦略のなかで、経営者のマインドを変革しグローバル水準のROEを達成することが重要、との一文が明記されたという事情があります。すなわち今やROEは国策となっているのです。
経営トップがROEを高めることを望むのであれば、企業を構成する各事業部の利益率を高めなければなりません。一つの企業の中には大きな事業部もあれば小さな事業部もあります。大きな事業部はより多くの資本を使っていますので、小さな事業部と同額の利益を出しただけでは不十分です。全社の目標ROEが15%であれば、社内の各事業部は自らが使っている資本の15%の利益を上げることが目標となります。経営トップは、各事業部の利益率の達成度合いを勘案しながら、各事業部の改廃や組み替え、人材の配置などの意思決定を行うことになります。これがまさに管理会計の具体例です。
ROEは、当期純利益を分子に、自己資本を分母におくことで算定されます。当期純利益とは、株主が配当でもらえるお金のことです。自己資本とは、株主が出したお金のことです。すなわちROEとは、株主が自らの持分に対して受け取ることができる果実を測るもので、いわば株主の視点からの財務指標です。株主の視点から企業の効率的運営を図るという意味ではROEは有効ですが、弊害がないわけではありません。企業内の各事業部長が当期の資本利益率を高めようとするならば、即効性のない設備投資や人材育成に資金を投じることに消極的になりがちです。これらにお金を使った場合には、分母が増える一方で、分子の方はすぐに増えるとは限らないからです。ROEをあまり強調しすぎると、企業経営が近視眼的になってしまい、長期的な企業成長が損なわれる恐れが生じます。
第四大陸においては、ROE以外にも、米国伝来のバランスト・スコアカードという手法もあります。これは、「財務」「顧客」「業務プロセス」「学習と成長」の四つの視点から、企業の業績を多角的に評価する管理会計の手法です。ここでは、短期目標と長期目標のバランスを巧みにとる工夫が凝らされています。先ほどのROEは、バランスト・スコアカードの一番目の「財務」に含められます。人材の育成は、四番目の「学習と成長」で重要課題に設定されます。
今日のお話をまとめます。
アカウンティングマップの第四大陸は、管理会計です。管理会計は内輪の会計ですから、経営トップが自由に設計してかまいません。経営トップが抱く株式会社の理想像を実現するよう、最適な管理会計を選択することになります。
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・エネルギー関連のビジネスモデルの特徴、特に、燃料電池自動車が公道を走り始め、家庭にはエネファームと呼ばれる電力と熱の同時供給システムが普及し始めていることを踏まえて、水素エネルギーに重点を置いて話したい。
・そもそも、ビジネスは領域毎に特徴がある。例えば、最近は個人がスマホ向けのアプリを開発する例が増えているが、これらは一般的には参入障壁が低い。一方で、エネルギー関連は、大規模なインフラ整備や価格設定の自由度が低く、政府規制も多いため、参入障壁が高い。そこに、「水素」という新しいエネルギー源を利用するとなると、更にハードルが上がる。
・まず、エネルギー関連のビジネスの特徴を、一般的なビジネスと比較して整理してみたい。
（１）事業規模の大きさ
・サービス提供範囲が面的に広範囲に渡り、その範囲で需要があれば"あまねく"供給することが必要となる。また、エネルギー供給には物理的なインフラの整備が不可欠なので、それも含めると事業規模はより大きくなる。
（２）投資規模の大型化と長期的視点
・上記のような事業規模の特性があるため、当然ながら投資規模が大きくなる。特に、水素を利用する燃料電池などは、新たな技術開発や従来とは異なる水素供給や製造インフラを整えねばならないため、投資額は大きくなる。その結果、長期的な視点で投資回収を見込まねばならない。また、技術開発や政府規制の緩和にはそれなりに長期を要することも、長期的視点が必要な理由となる。
（３）既存サプライチェーンとの整合
・既存のエネルギー供給に関わるサプライチェーン（原料供給〜製造〜流通販売〜メンテナンス等の事業の連鎖）をゼロから構築することは非現実的なので、既存のサプライチェーンを有効利用することを考えなければならない。すなわち、既存のサプライチェーンのどこを有効に利用できるか、その整合性を考慮して事業を検討しなければならない。（例えば、燃料電池であれば、当面は都市ガスのインフラを活用して水素を製造するなど）
（４）ユニバーサル・サービス
・エネルギー関連の場合、生活に不可欠なため供給不足を生じることが許されず、サービス供給エリアにおいて、安価な同一価格・同一条件で供給することが必要となる。
（５）政府規制
・前述のユニバーサル・サービスに加えて安全性の側面等から、「安心・安全」を重視せねばならず、そのために数多くの政府規制が存在することを踏まえたビジネスでなければならない。
　米国では、以上の特徴を簡潔に、"P.S.P.（Price, Scale, Public）"と整理する専門家もいる。
次回は、以上の特徴が具体的なビジネスモデルにどのような影響を与えるかについて考えてみたい。
【今回のまとめ】
・エネルギー関連のビジネスには、（１）規模の大きさ、（２）投資の大型化と長期視点、（３）既存サプライチェーンとの整合、（４）ユニバーサル・サービス、（５）政府規制、の特徴がある。
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・前回は、エネルギー関連のビジネスには、（１）規模の大きさ、（２）投資の大型化と長期視点、（３）既存サプライチェーンとの整合、（４）ユニバーサル・サービス、（５）政府規制、の特徴があることを話した。
・今回は、それらの特徴が具体的なビジネスモデルにどのような影響を与えるかについて考えてみたい。
・ビジネスモデルを考えるにあたっては、以前紹介した「ビジネスモデル・キャンバス」という、紙１枚でビジネスモデル全体を俯瞰して整理できるツール（シート）を使う。
・ビジネスモデル・キャンバスとは、１枚の紙の真ん中に「価値提案」というボックスを置き、これを中心に右半分に「顧客セグメント」、「顧客との関係」、「チャネル」、「収益」といった、顧客とのかかわりに関するボックスを配置する。左半分には、「主要な活動」、「資源」、「パートナー」、「コスト」という、製品やサービスを提供する活動に関するボックスを配置して、全体を表現する。実にシンプルな構造だ。
・分析対象のビジネスとして、燃料電池自動車への水素供給事業を取り上げる（下線部は、エネルギー関連ビジネスの特徴が現れている箇所）。既にトヨタのMIRAIが公道を走り始めているが、燃料電池自動車は、水素ステーションで車載タンクに水素を充填し、走りながら水素を燃料電池に供給することで発電し、モーターを駆動させ車を走らせる仕組みだ。
・まず、９つのボックスの中で最も重要で、最初に考えるべき点は、真ん中の「価値提案」と右端の「顧客セグメント」だ。まず、「顧客セグメント」だが、現在のところ燃料電池自動車は市場投入され始めたばかりで、水素供給を求めるユーザーは少なく、環境意識の高い個人ユーザーやデモンストレーション利用の役所や企業などに限られる。従って、ユーザー増加を図るためには投資の大型化と長期視点が不可欠となる。また、たとえユーザー数が少なくても、水素ステーションは、ユーザーがアクセス可能な範囲に立地する必要があることが条件となる（ユニバーサル・サービス）。
・次に、「価値提案」だが、水素ステーションのビジネスモデルにおける価値提案は、価格と環境負荷低減だ。現在、ステーションで販売される水素の価格は、同程度のガソリン車の燃費換算で同等の価格（1,000円／kg程度）に設定されており、ガソリンと比較した際の特段の優劣はない。環境負荷低減は、ガソリン車よりも大幅に向上する。
・今後、ステーションを普及させ水素の価格を下げるためには、既存の都市ガスインフラを有効活用することが挙げられる。つまり、オンサイト型というステーションで都市ガスを改質して水素を製造し、それを車に供給するステーションのタイプである（既存のサプライチェーンの利用）。現段階では、低コスト化の技術開発が途上であること、政府規制があること、運営人件費の高さ等で高コストだが、これらを低下させていくうえで既存インフラの活用は重要だ。そもそも、水素社会の目的は、排出される二酸化炭素を減らすことが重要課題の一つなので、本来であれば再生可能エネルギー等によって水素を製造することが望ましい。しかし、そのためには技術開発とコストダウンにまだまだ時間を要するため、当面は都市ガスインフラの有効活用で普及を図るという考えが必要だ。また、ステーションの設置数の少なさには、政府の規制が多いことによるステーションの高コスト化が影響している。従って、今後規制緩和が進めば、よりユーザーにとって価値の大きい低コストのステーション設置が進むだろう。
【今回のまとめ】
・ビジネスモデル・キャンバスを活用して、燃料電池自動車むけの水素供給事業のビジネスモデルを分析すると、エネルギー関連のビジネスの特徴が顕著に現れていることが判る。
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・次に、「価値」を「顧客」に届ける「チャネル」だが、固定的な水素ステーションのみならず、普及初期には移動式のステーションで水素を供給するビジネスがあっても良い（灯油を積んだトラックが冬場に移動販売するイメージ）。
・次に「顧客との関係」だが、ステーション数が少ない現在は、兎も角にもステーションができるだけ近い場所に立地し（ユニバーサル・サービス）、利用できる状態にすることが何よりも重要だ。理想的には7~8分以内での移動の範囲の立地が望ましいが、当面は15分程度といった移動時間でも致し方ない。
・次に「収入」だが、水素の販売価格1,000円／kgは戦略的に付けられた価格で、採算性は厳しいと言われる。ステーション設置のコストダウンと顧客の増加によって採算性を確保するには、ある程度長期的な視点で取り組む必要がある。
・次に、「価値」を「顧客」に届けるために必要な「主要な活動」だが、水素ステーションの設置を増やそうとすると、①政府への規制緩和の働きかけ、②そのための技術開発と、安全性確保およびコストダウン、③仲間づくり（他の供給業者の巻き込み）がカギとなる。安全性のデータ蓄積とコストダウン、政府の規制緩和がどの程度迅速に進むかによって、水素供給事業の成否が決まるといっても過言ではない。
・次に上記「活動」に必要となる「主要な資源」だが、何よりも低コストで安定して水素を製造し供給するための技術開発への投資が最も重要だ。これは、まだしばらく時間を要すると考えられ、長期的な視点で継続しなければならない。また、既存のサプライチェーンの有効利用がコストを左右する。福岡市では、下水処理場の汚泥を活用した水素製造とステーション設置の可能性について実証実験が進んでいる。
・次に「パートナー」だが、燃料電池自動車を普及させようとする自動車メーカーの動きは重要だ。また、場合によっては、エネルギー業界のプレーヤーを束ねて、個別企業毎では高すぎる投資負担（リスク）を緩和しながらステーションを普及させるようなイニシアチブが必要になるかもしれない。また、政府の動き（補助金制度の創設や規制緩和）も重要だ。また、メディアを通じた市民向けの正しい情報発信と水素エネルギーの社会受容性の形成も不可欠だ。
・最後に「コスト」だが、技術開発費用やステーション設置コストはまだまだ採算性には程遠い。そのためには、政府補助などを適切に投入しながら採算性を下支えせざるをえない。従って、これらコストダウンは長期的な視点で取り組んで、普及を図る必要がある。
・以上、ビジネスモデル・キャンバスを用いると、比較的エネルギー関連ビジネスに特徴的な点が浮かび上がることが判る。エネルギー関連に特有の特徴である"P.S.P.（Price, Scale, Public）"を関係者が正しく理解して、水素社会を実現していくことが求められる。
【今回のまとめ】
・"P.S.P.（Price, Scale, Public）"を関係者が正しく理解して、水素社会を実現していくことが求められる。
【参考】水素ステーション事業のビジネスモデル・キャンバス










ビジネスに関係した英語表現(20) あいづち


  「ビジネスに関係した英語表現のシリーズ」20回目の今日は、英語の相槌の表現をいくつかご紹介しようと思います。相槌というのは、「ああそうね」とか「フンフン」というものから、もう少し単語としての色合いの強いものまで、様々な表現があります。英語も日本語と同様、様々な相槌があります。ビジネスのやり取りはもちろん、その他にも使う機会があると思いますが、今日はビジネスに関係した話ということでお話します。
まず英語で相槌というと、何を思い浮かべますか。
英語で相槌というとパッと思い浮かぶのは、"uh-huh"ではないかと思います。日本人はそれしか出来ないというようなことをよく揶揄されたりもしますが、"uh-huh"と書きます。
それから、相手の言う事に何か「驚いたなぁ」とか、「いやそれは失敗したね」など茶目っ気を含んで相手の言葉に返すときには"uh-oh"というような表現をします。映画などで見聞きしたことがあるかと思います。これも相槌の一種ですね。これはスペルはあるけれども、きちんとした単語にはなっていません。
今からここで紹介する相槌は、きちんとした単語になっているものです。
<B><font color="BLUE">■単語一つの相槌：「確かに」「そうだね」</B></font>
まず単語一つのものから始めます。
様々な相槌の打ち方がありますが、日本語にすると「確かに」とか「そうだね」とか「んだんだ」という表現です。
これを英語では、"Sure."、正しいという意味の"Right"を使います。その他にも、「確かに」という意味の副詞が英語にたくさんあります。"Certainly"とか"Exactly"とか"Absolutely"などです。
映画や英語のインタビューを聞いていて、いつも"Exactly"と言っている人や、いつも"Absolutely"と言っている人などを見かけた事がありませんか。満遍なくいろんな人が使えればいいのですが、「絶対に」とか「まさに正確にそれ」という意味ですけれども、こうした言葉を多用する癖のある人がいます。実際にはただ儀礼的に言っているだけですので、文字通りにとらないようにしましょう。
<B><font color="BLUE">■単語二つの相槌：「なるほど」「その通り」</B></font>
単語二つになるともう少し豊かになります。例えば、「なるほど」の"I see"です。
先ほどの「確かに」の"Right"と同じですが、"That's right."「その通り」という意味になります。
表現には、「言葉の表現」と「語気の表現」があります。こういう相槌というのは、文字通りにとってはいけないわけです。
山本晋也監督という人がいますが、あの方はなんでもすごいんです。すごくなくても「すごいですね」というわけです。あれは全部語気でコントロールしていて、ほんとにすごくないときは「すごいですね～」程度ですが、ほんとにすごいと髪の毛が逆立って「すごいですね――！！」とおっしゃいます。それと同様に、"THAT'S RIGHT！"と言うのか"That's right."と言うのかではニュアンスが微妙に異なります。自分の話が面白くないんだなというのは反応で分かることがあります。
<B><font color="BLUE">■「それはいい」</B></font>
次は、"Sounds good."「それはいい」という表現です。主語のItが省略されて"Sounds good．"になっています。
<B><font color="BLUE">■疑問の表現：「それ本当？」</B></font>
疑問を表わす「本当かな？」という相槌には語尾を上げて"Really?"を使います。その他にも"Is that so？"「それはその通りなんですか？」という表現ですが、これもよく使います。
<B><font color="BLUE">■驚きの表現：「まぁ、なんてことを」「ありえない」</B></font>
そして驚きの表現、皆さんご存知でしょうね"Oh，ｍy God！"です。「まあなんてことを！」っていう意味ですが、「God：神様」というのに抵抗を感じる人もいて"Oh，my goodness."といってGodを避ける人もいます。最近イギリスなどでも王制はもうだめだと言っている人や、神様も要らないという人も結構出てきています。
それから、"No way."「ありえない」という意味です。相手がホラを吹いたときに、「そんなのまさかありえないでしょ？」といったニュアンスで"No way！"と言ったり、或いは深刻に「そんなこと君だめだよ」という意味で言ったりするなど語気で意味が変わります。
<B><font color="BLUE">■お気の毒に</B></font>
その他、皆さんご存知だと思いますが、"That's too bad.／Too bad."「気の毒」と言う意味です。
<B><font color="BLUE">■「そうかもしれない」</B></font>
次は、「あ、そうかもね」といなす表現です。"Could be．"或いは"Maybe．"を使います。
「そうかもしれない」は、心の中ではそんなことはありえないと思っていることが多いです。このように、英語も化かしあいの表現が数多くあります。たとえば相手の言ったことを受けて繰り返す言い方です。"I am...．"いう時に、"You are．""Are you？"というように相手の発言を繰り返すのも一つの相槌になるということを覚えておいていただけると幸いです。
最後に"Come on！"をご紹介しましょう。これを映画で聞いたことがありませんか？
"Come on. "と言い、ぐずぐずしている人を相手にして「いいやんか、来いや」というような、相手がぐずった時の相槌になります。この他にもまだたくさんあるですが、また次の機会にご紹介することにいたしましょう。
相槌表現がコミュニケーションを豊かにしますので、是非覚えましょう。そして、日本人は縦に首を振るだけ、そして"Uh-huh"を言うだけ。これではもう少しかな？という感じがしますね。









第五大陸は企業統治


 
アカウンティングは、六大大陸から成っています。今回はそのなかの五番目の大陸である企業統治についてお話します。これは、委託と受託の二つの言葉をキーワードとするアカウンティングです。
第五大陸は、アカウンティングマップを縦切りにした場合には受託責任のところに、横切りにした場合には外部会計のところに位置します。お話の舞台は、株式会社という制度そのものとなります。
一言で株式会社と言っても、その実態は様々です。商店街で商いをしているお店の中にも、株式会社はいくつもあります。会社の所有者である株主と経営者である社長が同一な同族会社は、所有と経営が未分離の株式会社です。しかしここで話題にあげたいのは、所有と経営が分離している株式会社で、その典型は上場企業です。株主は自己の貴重な資金を委託はしますが、経営には直接関与しません。かたや経営者は、株主の資金を受託して、それらを用いて事業を営みます。ここに、所有と経営の分離が生じます。自らの大切な資金を委託した株主は、本来であれば、経営者が自分のお金を適切に運用しているかどうかを経営者の横で監視していたいものですが、言わずもがな、そのようなことは不可能です。そこで、監視を制度に委ねます。これが企業統治です。英語ではコーポレートガバナンスと言います。
「コーポレートガバナンス」は、ひょっとすると今年の流行語となるかもしれません。最近では３月に、金融庁と東京証券取引所が、社外取締役を二名以上置くことを柱にした企業統治指針、別名コーポレートガバナンス・コードを正式決定しました。これは上場企業を対象とするもので、６月１日から適用されています。株主が経営者の横にずっと坐っていることはできませんので、次善の策として、社外取締役にその役割を担わせようという次第です。さらにこの５月に施行された改正会社法においては、従来の監査役会設置会社や委員会設置会社に加えて、これまでになかった新たな形のコーポレートガバナンスが設計されました。名付けて、監査等委員会設置会社。５月末時点ですでに180社を超える上場企業が、その採用を表明しています。監査等委員会は三名以上の取締役から成り、その過半数は社外取締役でなければなりません。
それでは、このコーポレートガバナンスはアカウンティングとどのように関係してくるのでしょうか。先ほど申しあげましたとおり、株主は経営者に資金を委託し、経営者は株主から資金を受託します。経営者は他人のお金を預かっているわけですから、その運用が上手くいっても、しくじっても、顛末を株主に対してきちんと説明する責任があります。この説明責任のことを、英語でアカウンタビリティと言います。ここに、アカウンティングの語が入っているのです。
経営者から株主への説明責任は、第一義的には財務諸表を通じて果されます。これについては、すでに第三大陸の財務報告の説明において紹介しています。簡単におさらいをしますと、財務諸表は、貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書の三種から成ります。前提条件として財務諸表は、虚偽や誤りを含まずに適正に作られていなければなりません。偽りの決算報告書では、経営者の説明責任が果されたことにはならないのです。そこで、会社外部の公認会計士や監査法人が監査を行って、財務諸表の適正性を保証します。併せて、会社内部の監査機関によっても、監査が行われます。会社内部の監査機関と聞けば難しく感じられるかもしれませんが、監査役という役員が多くの会社におられるものと思います。上場企業に限らず、日本の株式会社の監査機関は大半が監査役です。
先に紹介しました監査等委員会設置会社という新しいコーポレートガバナンスは、実は、従来の監査役会に代えて監査等委員会に監査機能を持たせようという趣旨です。そして、この監査等委員会のメンバーの過半数は社外取締役でなければなりませんから、ここでは「監査機能」よりさらに範囲が広い「監督機能」が期待されていると思います。会社の利益を偽って過大に報告しようとしている。これを改めるのが「監査機能」です。経営者が株主の利益を犠牲にして自らの利益を追求しようとしている。これを防ぐのが「監督機能」です。
今日のお話をまとめます。
アカウンティングマップの第五大陸は、企業統治です。経営者は自らの受託責任を果すべく、適正な財務諸表を作成しなければなりません。ここで鍵となるのが、会社内外で実施される監査です。









安保法制


 
今日は、安保法制について話します。
安倍総理は、安保法制を整備し、法律にしようとしています。５月末には、国会審議に入りました。そこでは、グレーゾーン事態に関わる自衛隊法の改正、国際平和支援法、国際平和のためのＰＫＯに関する法律なども議論に挙げられていますが、これらの法律よりもむしろ、以下で説明する後方支援に関する周辺事態や存立危機事態が、重要な問題を孕んでいます。
たとえば、周辺事態法について、その名称を重要影響事態法に変えて、国会審議を通そうとしています。周辺事態法では、日本の周辺のみが対象となっていました。しかしそうした地理的な制約を外して、重要影響事態法とすることで、日本の安全に対して重要な影響を与える場所であれば日本の周辺でなくても対象に入るようになります。この法律が通れば、世界中どこでも後方支援のために自衛隊を派遣することが可能となります。
特に今問題となっているのは、南シナ海の後方支援です。中国には石油がないため、中東から石油を輸入するために、南シナ海にタンカーの航路を確保しなければなりません。中国は現在、南シナ海を埋め立てて基地を作り、飛行機の滑走路や大砲、日本やグアムを狙うことができるミサイルを設置しているために、フィリピンやベトナムと南シナ海で揉めています。アメリカはこうした中国の動きに怒っていますが、お金がないために行動を起こすことが難しいため、日本に対して協力を求めています。こうした流れの中で、先に述べた後方支援の話が出てきているために、事態はさらにややこしくなっているのです。
重要影響事態法は、他国の軍事活動の後方支援を念頭に置いた法律です。実際に後方支援のために派遣する際には、事前の国会承認が必要となりますので、法律として作る分には大きな問題はないものと自民党は考えています。しかしたとえば南シナ海で中国とアメリカが戦うこととなると、重要影響事態法によって、日本は否応なく巻き込まれることになりかねません。アメリカ同様日本にもお金はありませんので、そうした状況に陥ることは避けたいところです。
また、「日本の存立危機事態」という言葉も、多く聞かれます。憲法を改正せずに、集団的自衛権を行使するためには、①日本と密接な他国が攻撃され、日本の存立が脅かされ、国民の生命、自由及び幸福追求の権利が根底から覆される明白な危険があり、②他に適当な手段がなく、③必要最小限の実力行使にとどまる新三要件を満たす「日本の存立危機事態」であることが条件とされています。この場合、日本と親しい第三国が攻撃された場合であってもそれが日本の存立危機事態であれば集団的自衛権を行使してよいのではないかという議論が、盛んに行われています。
特に、日本が輸入する石油を運ぶ石油タンカーの九割が通ると言われるホルムズ海峡が、問題となっています。とても狭い海峡で、イランとオマーンの領海に含まれます。そこにある機雷を取り除く必要がありますが、日本では憲法九条によって海外の国の領海に軍隊を派遣することはできません。しかし安倍総理は、ホルムズ海峡の機雷掃海は日本の存立危機事態に含まれるために、自衛隊を派遣して機雷の掃除をすることはできると考え、アメリカにもそのように伝えています。この件を含む集団的自衛権の行使は憲法学者たちによって違憲と言われており、大きな議論を呼び起こしています。
こうした事態を認めると、これまで遠いがために関係ないと考えられていた中東紛争や、イスラエル対アラブ諸国の戦いに、日本が巻き込まれることとなりかねません。どうしても回避できない事態において自国を守ることは仕方がないとして、これまであまり関係がなかった南シナ海やホルムズ海峡になぜわざわざ自衛隊を派遣しなければならないのでしょうか。お金がないアメリカからの要請にしたがって、日本もお金がないのにアメリカの役割を一部果たそうとしているのではないでしょうか。安倍総理の言う積極的平和主義は憲法違反なのではないのでしょうか。
今日の話をまとめます。
国会では、集団的自衛権の行使を許すかどうかをはじめとして重要影響事態法や武力行為事態法を成立させるかどうかについて激しい議論が起こっています。南シナ海における後方支援やホルムズ海峡での機雷の掃海、尖閣における日米共同防衛などに携わるとなると、アメリカと中国の戦争や中東戦争に巻き込まれる可能性が出てくるため、大変に危険だと思います。









金融緩和


 
今日は、金融緩和について話します。
アメリカが、量的緩和を終了しました。もっとも、連邦準備銀行（FRB）が国債やモーゲッジ債の購入をやめただけで、過去に購入したものを売却しているわけではありません。したがって、未だ５００兆円くらいの資産を持っています。ＦＲＢは、まず金利を上げて次に国債を売却し、それからモーゲッジ債を売却する予定です。そこで今問題となっているのは、いつ金利を上げるかという点です。当初は六月に上げると言われていましたが、すぐに上げない方がいいという見方もあるために、年末くらいまでに上げるのではないかと考えられています。その場合、年明けから国債を売り始め、ドルの回収を行うでしょう。世界経済が、縮小モードに入るというわけです。
一方日本では、日銀の黒田総裁による異次元の金融緩和において、２％のインフレターゲットを掲げていました。しかし原油価格が下がったために、その実現は難しいものとなっています。日銀は昨年の秋より、年間に８０兆円分の国債を買い始めました。新規国債の発行額は３７兆円ですので、２年分以上の国債を１年間に購入する計算となります。２０１３年の１月には日銀の総資産は１５０兆円ありましたが、いまや３３０兆円に達しています。日本のＧＤＰが５００兆円ですから、その６割から７割が、中央銀行の資産になっています。
それでは、これから何が起こるのでしょうか。これまでは日銀は民間銀行から国債を購入していましたが、日銀における民間銀行の当座預金のかたちで、結局はお金が日銀に戻ってきていました。したがって、マネーサプライは増えないままでした。民間銀行が国債を日銀へ売却したくないと言い出せば、日銀は通貨を発行して、マーケットから国債を購入しなければなりません。そうすると、マネーサプライが増えて、インフレが進行します。それも２％だけにとどまらず、下手をすれば５０％、１００％というようなハイパーインフレになるかもしれません。また、民間銀行が日銀に持っている当座預金を事業法人や個人への貸し出しに回した場合もマネーサプライが増えて、ハイパーインフレになりかねません。ハイパーインフレになってしまえば、円も株も売られる事態となってしまうでしょう。
このために日銀には、危ない橋を渡っているという疑惑があります。日銀は、２％のインフレターゲットを達成したならば、インフレの進行を抑えるために量的緩和の手仕舞いをしなければなりません。大量に購入した国債を怒涛のように民間銀行へ売り戻すことが、一つの方法です。その場合、これまでに何百兆円も購入した国債をどのようにスムーズに民間銀行へ売却するかという点が、ひとつの問題となります。家計の貯蓄は消費税の値上げ前からマイナスになってしまったため、民間銀行は家計から貯蓄してもらうことを期待できなくなりました。このため民間銀行は日銀においてある当座預金を振り替えることはできますが。これがなくなれば国債を日銀から購入するためのお金を持っていません。また、今年に日本郵政が民営化します。これまで日本郵政は郵貯や簡保の資金を背景に多くの国債を買ってきましたが、民営化後は、こうしたリスクの高い国債を売ってしまってもおかしくありません。日銀が国債を売れば金利が上がり、大量の国債を発行している政府は金利の支払いが困難になるため、政府の財政改革と日銀の金融緩和からの出口戦略は同時に実行されなければなりません。
こうして皆が国債を買わなくなった場合、誰が代わりに買ってくれるのでしょうか。ユーロの金融緩和の際には、マイナス金利やユーロ安の見込みのため、海外の投資家が日本の国債を少々買ってくれました。しかし海外の投資家に買ってもらっているところでインフレが進んだら、円安を招き、海外投資家は損をします。損をしないように海外投資家からも早めに日本国債が売られ、金利が上がる可能性があります。円はドルと違ってたいした国際通貨ではないので大して期待はできませんが、仮に海外投資家にある程度買ってもらえたとしても、金利を払えなくなれば、デフォルトとなります。デフォルトが起こると、ＩＭＦのような国際機関がやって来て、財務省をなおざりにして経営を始めます。緊縮財政で年金や健康保険の政府負担も、削減されるでしょう。国民が社会福祉削減反対といってプラカードを持ってデモをしても無駄です。先にいい生活をしたキリギリスの癖に債務不履行という現実を見ろといわれます。まさしく、ギリシアで見られるような状態になるわけです。
このように日本経済は、危ない方向に進みつつあります。表面上は、株が上がったり円安で貿易が少し良くなったり、２％インフレが見えてきたりと、良い方向に進んでいるように見えます。しかし欧米の中央銀行が国のＧＤＰの１０％から２０％しか資産を保有していないことに対し、ＧＤＰの６０％から７０％の資産（ほとんどは国債）を日銀が所有しており、これらをどのように手仕舞いするのか、わからない状況です。
今日の話をまとめます。
アメリカの金利引き下げやドルの縮小のタイミングが、少し遅れそうです。また国内では、日銀が設定した２％インフレターゲットの達成が遅くなりそうです。日銀は金融緩和の速度を速めて、国債を大量に購入しています。最近になって日銀は自己資本を拡充していますが、金利が少し上がるだけで国債の価値が減少するため自己資本が飛び、日銀は債務超過となります。２％インフレターゲットは達成されるかもしれませんが、その後が問題です。家計の貯蓄が赤字である現状、日銀が購入した国債を民間銀行は日銀にある当座預金の限度でしか買うことができません。またこれまで国債をたくさん購入していた日本郵政は、今年中に民営化予定です。さらに現状、金融機関に国債を購入させたらいけないという規制を国際的に話し合っている最中です。このままでは、日本発の世界恐慌が視野に入って来ています。









法人税改革1


 　今日は、「法人税改革」についてお話をしたいと思います。消費税引き上げの問題の影に隠れ、あまり目立たなかったのですが、安倍内閣は一昨年来、成長戦略の一環として法人税改革に取り組んできています。その結果、法人税の実効税率が本年度2.51％、来年度も0.78％引下げられることが決まっています。今回と次回の2回を使って、その背景や内容について触れてみます。
　日本の法人所得に対する税金は、震災復興のための特別な税金を除くと、国税としての「法人税」、地方税としての「法人住民税」、「法人事業税」、そして「地方法人特別税」などからなります。これらを総合した実効税率は、長らく40％台にありました。それが平成23年度の税制改正により、昨年度までに34.62％という水準にまで下がってきました。今回の改革は、これをさらに引下げようというものです。
　税率を引下げる背景には、一つには財界からの強い働きかけがあります。その裏には、諸外国が競って引き下げを行っていること、その中で日本の法人税率が高止まりしていることがあります。主要国の税率で見ると、日本に比較的近いのは40％超のアメリカと約33％のフランスぐらいです。ドイツやイギリス、アジアでも中国や韓国は20％台の半ばとなっており、シンガポールに至っては17％と大差がついています。税率を下げると直接的には税収が減るため外国の政府も嫌がりそうなものですが、グローバル化が進んだ今日、海外企業の直接投資を呼び込むために引下げに動いているわけです。直接投資では圧倒的流出超過となっていることから、外資の受入を増やしたいという日本政府の立場を代弁する一方、財界としても円高やデフレの是正と共に、これまで日本企業の重荷となってきた高い法人税率をこの際何とかしたいという自身の要望も織り込んで、アジア近隣諸国並みの25％程度への引き下げを主張してきているわけです。
　アメリカでは企業がよく黙っているなと感じられるかもしれませんけれど、高い法人税率が問題にはなっています。ただ、投資促進目的などの控除が多く、実質的な税負担率は20％後半程度にとどまるという調査結果もあります。また昨今では、ゼネラル・エレクトリックやスターバックス、アップル、グーグルといった名だたる高収益企業が、税率の低いアイルランドやオランダに置いた子会社に所得を移転し、法人税をほとんど納めていないといったことが問題化しています。つまり、国際間の税制の狭間を突いて自発的に税率引き下げに動いてしまっている訳です。更に最近では、税率の低い国に本社を置く企業を買収して、そこに新しい会社の本社を置くというような、税逃れ目的が疑われるＭ＆Ａ案件も目立ち、税務当局も注目しています。
　日本は対ＧＤＰで200％超という世界でまれに見る大きさの政府債務を抱えており、2020年の「プライマリー・バランス」（国債の利払い経費を除いた国の財政収支）を黒字化するという目標を掲げているところでで、その税収が大幅に減るような改革を行う余裕はありません。その結果、税率引き下げによる成長か、財政健全化か、将来の財政均衡のための道筋を巡って綱引きが行われてきたわけですけれども、安倍内閣は昨年の「骨太の方針」（「経済財政運営と改革の基本方針」）の中で、成長戦略の一環として数年で実効税率を20％台に下げることを表明しました。ただ、具体的な内容はその時点では決まっていなかったため、議論はその後も紆余曲折を経ることになり、その中で経団連は、欧州では法人税率の引き下げが賃上げ、消費の活性化、企業業績の改善を経て、結果的に税収増に繋がった、という話を持ち出し、NET減税を働きかけたりしました。しかし、経済環境も違っている可能性もありますし、デフレ脱却の緒についたばかりの日本で同様の展開が見られる保証もないため、結局財源探しが本年まで続きました。結論としては、税率を引き下げる代わりに、法人に対する税金の枠内で課税ベースを拡大してほぼ代替税源を確保するという形で、今回の法人税改革が実現しました。具体的な内容については、また次回取り上げたいと思います。
　まとめ：深刻な財政問題を抱えて消費税の再引き上げを控えている我が国ですが、今回、法人税率の引き下げが実現しました。国際比で高止まりしている法人税率の引下げを通じて、直接投資の受入や日本企業の競争力強化など、経済の成長に繋げるという狙いがある訳ですが、財政の制約が強い中で、結果としては同じく法人に対する税収の中で代替財源を確保する増減税組合せという形にならざるを得ませんでした。









法人税改革2


  前回は、安部政権が今年度2.51％、来年度0.78％の法人税の実効税率引き下げを決めたということ、その狙いは直接投資の受け入れや日本企業の競争力強化のための成長戦略であったということ、その一方で日本の深刻な財政状況から、同じ法人に対する税金の枠内で代替財源の確保を図らなければならなかったということについて説明しました。今回はその代替財源を見ていこうと思います。
　財政状況さえ良ければ、特に代替財源を確保しなくても、純粋な減税を大規模に行えますが、GDPの200%もの政府債務を抱える今の日本の場合はそうした余裕は無く、税率の引き下げを行うとする場合には、代替財源探しが問題になります。その代替財源の確保の仕方によって改革の性格が変わることもありますが、最近の税制改革では、個人の場合も法人の場合も所得税率を引き下げる一方で、課税ベースの拡大という形で代替財源確保が行われます。今回の法人税率引き下げも同様で、やや技術的な話になりますが、法人事業税の外形標準課税の拡大、欠損金の繰越控除の縮小、受取配当金の益金不算入枠の縮小、研究開発費減税の縮小などに代替財源が求められました。
　まず「法人事業税」ですが、これは国税ではなく地方税で資本金が１億円超の中堅企業・大企業に適用されています。「所得割」と言われる部分と、「外形標準課税部分」の二つに分けられ、所得割の部分は企業の利益に対して一定税率で課税されます。今回は、この税率を引き下げる一方、外形標準課税部分を増額することになりました。この外形標準課税部分は企業の利益ばかりでなく賃金、それから資本金などに一定割合で掛けられます。つまり、所得割分の税率引き下げによって、黒字の大企業、中堅企業には減税になりますが、外形標準課税部分の増額によって赤字企業など、あまり利益の上がっていない中堅企業・大企業がその部分を負担することになります。二番目の「欠損金の繰越控除の縮小」については、通常、企業は利益に応じて法人税を払いますが、逆に損をしたときにマイナスの税金を税務署から受け取れる訳ではありません。その代わり、翌年以降一定期間に計上する利益から、過去に出した損失金額の一定限度を差し引くという形で税金が軽減される制度があります。嘗て大銀行が不良債権問題の処理で巨額の損失を出した後、しばらく大きな利益を出しながらも税金を払ってなかったということが問題になったことを覚えておられるかも知れません。今回、控除可能な期間が延長される一方、控除できる金額の限度が損失額の８割から５割に減額されることになりました。次の「受取配当金の益金不算入枠の縮小」は、従来、企業が保有している株式から受け取る配当金について、持分が25％以上の出資先企業からの分は非課税、25％未満の分については半分だけ非課税ということになっていました。これは、子会社支配などを目的とした投資については課税面で配慮する一方で、運用目的の場合には通常に近い形で課税するという発想からきています。今回、この非課税となる場合の持分がの25%から1/3以上に引き上げられ、また、持分が５％未満の場合には従来の5割でなく８割が課税されることになりました。最後の「研究開発減税の縮小」については、従来、研究開発費の一部、試験研究費といわれる部分が法人税額から30％控除できましたが、それが25％に縮小されました。
　これ等が、今回の法人実効税率引き下げのための代替財源となった訳ですが、この結果、法人税率引き下げによる減税額１兆３千億円余りに対し、１兆１千億円程度がリカバリーされることになり、２千億円程度が財界の求めるネット減税ということになります。
こうした増減税の組み合わせの効果を考えると、高収益大企業を中心に黒字中堅・中小企業が恩恵を受ける分、赤字大企業・中堅企業がその分を負担する形になっています。一方、同じ赤字企業でも、圧倒的に数の多い赤字中小企業にはほとんど影響が及んでいません。同時に、成長戦略の一環としての税制改革であるにも拘らず、研究開発減税の縮小などは成長抑制的な面を持っています。こうしたことを考え合わせると、確かに成長促進的な部分を含んではいますが、「成長戦略」としての性格がそれ程鮮明ではありません。そもそも、「課税ベースの拡大」という発想には、公正な税負担の思想に基いて、「担税すべき主体に広く課税する」という思想があるべきですが、こうして見ると「税収確保」が優先し、代替財源の確保が比較的抵抗の少ない所にしわ寄せされた面があることは否めません。今回は、「成長」と「財政安定化」の綱引きの中、時間的な制約もあり止むを得ない面もあったかと思われますが、「骨太の改革」で安部政権が約束した税実効税率20%台に向けて、法人税改革はこれからも続くはずです。今後、よりはっきりと狙いに沿った改革を実現することが期待されます。
　
　まとめ：今回の法人税改革では、代替財源としての外形標準課税の拡大などの内容と一体として見た場合、時間的な制約もあった故か、「成長戦略」としての色彩がそれほど鮮明とは言い難い面がある。改革は続くはずなので、今後に期待したいと思います。









第六大陸は内部統制


 
アカウンティングは、六大大陸から成っています。今回はそのなかの六番目、最後の大陸である内部統制についてお話します。これは、不正会計をキーワードとするアカウンティングです。
第六大陸は、アカウンティングマップを縦切りにした場合には受託責任のところに、横切りにした場合には内部会計のところに位置します。株主から甚大な責任を受託した経営者は、自分ひとりの力でこれを果すことはとても叶いません。そこで、大きな責任を小さく分割し、権限とセットで部下たちに委譲します。すなわち、権限と責任の委譲です。第五大陸である企業統治において資金の受託者であった経営者は、ここでは権限と責任の委託者へと転じます。そして内部統制という制度によって、部下を監視することになります。内部統制とは、企業の資産を保全し、会計記録の正確性を確保するために、経営者が設定した制度のことです。これがきちんと整備・運用されていれば、従業員の逸脱行為を未然に防止し、財務諸表に対する信頼性が高まります。
時折新聞紙上で、不正会計が話題となることがあります。粉飾決算ともいいますが、大概は利益の水増し計上です。このような不祥事には、経営者自らが中心的役割を果すケースと、経営者が与り知らないところで従業員が遂行するケースとがあります。内部統制がとりわけ威力を発揮するのは後者のケースです。代表的な不正会計は架空売上の計上です。会社の営業担当は、それが営業所長であれ、一営業パーソンであれ、厳しい販売予算を課されています。予算を達成すれば昇給昇進を期待できますが、未達となれば多かれ少なかれ不都合が生じます。そこで魔が差して、売上高の偽装に手を染めることになります。ただ、当該売上高はもとよりフィクションですから、そこにはいろいろな無理が潜んでいます。得意先からの注文書も偽造しなければなりませんし、行き場のない出荷商品をどこかに隠さなければなりません。売上代金の請求書が得意先に届いてしまえば、一大事となります。当然に代金の回収もありません。とはいえ、これらの無理の数々も、一人の人間がすべての業務を執り行い、誰のチェックも入らなければ、露見する恐れはありません。
そこで、内部統制が必要となります。ここでは、職務分掌と内部監査の二つがキーワードとなります。職務分掌とは、一人の人間にすべての業務を担当させないことを指します。先の話を例にとれば、起票担当と売掛金の回収担当を分けるだけで、売上高の偽装は容易ではなくなります。また内部監査とは、会社内部の監査部門が従業員の業務遂行をチェックするというものです。多くの会社が内部監査室を設け、スタッフを置き、監査役との連携を図りながらこれらスタッフに会社の各拠点を巡回させています。
しかしこれで盤石と言うことはできません。不正会計の手口は様々に進化しており、摘発が困難なケースも増えているのです。今、公認会計士にとって最強の敵の一人と目されているのが、循環取引です。循環取引とは、会社が架空で売り上げた製品・サービスが、共謀関係にある他社をいくつか経由して、最終的に当該会社の仕入に回帰する取引をいいます。つまりは、子供の遊びのカゴメカゴメよろしく、複数の会社が輪を作って、A社がB社に売り、B社がC社に売り、C社がD社に売って、最後にD社が最初のA社に売るという次第です。A社もB社もC社もD社も事前に示し合わせているわけですから、架空の取引でありながら、正規の取引と同様に書類はすべて揃っています。代金の授受も行われますので、一見するとまっとうな取引なのです。これを摘発することは大変難しい。しかし、私たち公認会計士は監査のプロですから、摘発します。業界固有の慣行に温床を見つけたり、財務諸表の歪みに手がかりを得たりと、監査手法を駆使して挑みます。新聞において売上高が架空計上されたという記事を見られたならば、その背後に循環取引があるのではないかと考えていただきますと、記事の内容がよりよく解るかもしれません。
今日の話をまとめます。
アカウンティングマップの第六大陸は、内部統制です。内部統制の整備と運用によって、従業員の不正会計を未然に防ぐことができます。
さて、今回までの一連の話で、私は、アカウンティングは事業の言語である、と繰り返し語ってきました。これはビジネスの公用語です。どうぞこれを機会にアカウンティングに興味をもっていただき、アカウンティングマップの六大大陸を探査してください。必ずや皆さんのキャリアアップに役立つものとお約束申しあげます。長らくのご静聴、本当にありがとうございました。
<a href="
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LNGの輸送①


 この番組でも何度かお話をしてきましたが、来年はパナマ運河の拡張工事が完成して、大型の船舶が運河を通行可能になることに伴って、アメリカからの日本へのシェールガスの輸入が開始されます。今まで中東の原油に依存してきた日本のエネルギーの供給は、距離的に近いロシアやアメリカやカナダ、オーストラリアからの天然ガスに大きく変化することになります。今日と明日の二回で、日本のエネルギー供給として、LNG輸送のことについてお話ししたいと思います。
2013年の世界の天然ガスの産出量 は、3兆413億立法メートルであり、天然ガスの主な産出国は、ロシア、イラン、カタールといった国です。そして、その約3分の1にあたる1兆359億トンが海外に輸出されています。この天然ガスの輸出の方法としては、パイプラインによるものと液化した天然ガス、これをLNGといいますが、船舶などで輸送されます。
パイプラインによる輸送が、約710億立法メートルであり、主にヨーロッパや北米向けに輸出されているのに対し、液化した天然ガスは325億立法メートルであり、圧倒的に多くの量がアジアに向けて輸送されます。天然ガスの特徴として、マイナス162℃に冷却すると液化して、ガスのときの600分の1の体積になるので、輸送にも保管にも便利です。この液化した天然ガスが、Liquefied Natural Gas LNGと呼ばれます。今脚光を浴びているシェールガスもまた、天然ガスに含まれます。
ロシア、イラン、カタールなどで産出された天然ガスが、パイプラインでガスの状態か、液化されたLNGという形態で、船で輸送されますが、世界のLNGの最大の輸入国は日本です。一昨年は、321億立方メートルのガスが、LNGとして輸出されましたが、そのうちの3 分の1以上の122億立方メートルが日本向けでした。世界には、LNGを輸送するLNG船と呼ばれる巨大なガスタンクを複数積載した専用の船がありますが、2014年の時点で、世界の404隻のうち、88隻が日本への輸入に従事していました。
日本はエネルギーのほぼ全量を海外からの輸入に頼っていることは広く知られていることですが、日本に輸入されるLNGの約7割が電力に、残りの3割が都市ガス用に利用されています。まずガスで言えば、国内の都市ガスの約96パーセントは、LNGによるものです。また電力について言えば、電気事業連合会の調査によれば、2013年度の国内電力会社10社の発電電力量合計の52.6パーセントに当たる3,910億KWhが、LNGによる発電となっています。クリーンなエネルギーとして注目されながらも、1985年から2010年までは、電源別発電量において、LNGが全体の20パーセント台を超えたことはなかったのですが、2011年の東日本大震災以降は、LNGの需要が一層高まってきています。
中東の石油に依存してきた日本が、エネルギーの供給源を世界中に拡大することは良いことだと言えます。日本の輸入元は、現在オーストラリア、カタール、マレーシア、ロシア、インドネシアが上位5カ国ですが、来年からはアメリカとカナダも加わることになります。そう考えると、輸入ソースの拡大や安定性を考えると、多様性という面でもリスクヘッジという面でも、とても良いことだと思います。
今日のまとめ：来年に予定されているアメリカからのシェールガスの輸入で注目されているLNGの輸送について、産地と消費地の関係を世界最大の輸入国である日本の例で、説明しました。
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LNGの輸送②


 昨日は、液化した天然ガスを船で輸送するLNG輸送について、お話をしました。日本が世界最大の輸入国であり、従来の中東からの原油への依存に代わって、エネルギーの供給元の多様化にも繋がっているということでした。
LNGというと新しいエネルギー源というイメージがありますが、日本に輸入が開始されたのは1969年のアラスカからであり、1972年からはブルネイからも輸入が始まっていますから、もう40年以上ということになります。
今日はなぜ日本が世界最大のLNGの輸入国であり、LNG輸送においてプレゼンスが高いかについてお話ししたいと思います。これは、日本が世界最大だとすれば、韓国が世界第二位の輸入国であることも同じ理由です。世界第一位が日本、第二位が韓国ということから、日本も韓国もエネルギーの調達をほぼすべて海外に依存しているので、安定供給は国家的な重要課題であると言えます。さきほどお話ししたアラスカやブルネイからのLNGの輸送は、日本の電力会社やガス会社がLNGを購入するに当たって、海外の海運企業によって、外国籍の船舶で輸送されてきたLNGを日本で引き取ったにすぎません。
その後日本では、1983年にインドネシアのバダックからのLNGの輸入に、国を上げて取り組みました。輸入したのは、中部電力、関西電力、大阪ガス、名古屋の東邦ガスであり、発電とガス用でした。船舶の建造に当たっては、日本開発銀行（現在の日本投資政策銀行）から融資を受けて、日本の造船会社としては、初めて三菱重工、三井造船が、既に建造実績のある川崎重工と共に、3隻のLNG船を建造しました。
さらに、輸送に携わる海運企業は、当時中核6社と言われた日本の大手6社の海運企業がすべて相乗りでプロジェクトに参加し、実際には日本郵船、商船三井、川崎汽船が、一隻づつのLNG船を運航しました。また、日本の総合商社は、次々と世界のLNGのプロジェクトに、巨大な石油メジャーなどと並んで参画してきました。つまり、日本へのエネルギーの安定供給に向けて、日本の関係業界が、すべて連携し協力し合いながら参加し、LNGの輸送について組織学習を行なってきたと言っても良いかもしれません。LNGの輸入は、日本の様々な業界を巻き込んだ国家プロジェクトだったのです。
単にLNGを輸入するだけではなく、日本で船舶を建造し、日本の海運企業が輸送に関わり、総合商社などが積極的に世界のプロジェクトに参画して行ったことで、ノウハウを蓄積していったことが、まさに日本の企業をLNGプロジェクトの世界のメジャー・プレイヤーにしてきたといえます。
例えば、世界で運航されている404隻のLNG船のうち、現在半分近くの177隻を日本の海運企業3社が運航していますし、商船三井と日本郵船は、共に67隻づつを運航して、世界のトップです。
日本の海運企業が、世界の船腹量においてトップにあるのは、自動車輸送の自動車船でも、製紙原料を輸送するチップ船でも同じ構図です。つまり日本で世界のトップクラスの国際競争力を持つ産業は、輸送においても海運企業と共に、輸送力の強化に向けて取り組んできた結果だと言えます。
それは世界第二位のLNG輸入国の韓国でも同じです。韓国の海運企業、造船会社は、積極的に経験を積みながら、世界のLNG輸送のシェアを高めています。
今日のまとめ：日本へのLNGの輸入は、エネルギーの安定供給を目的とした国家プロジェクトであり、それに参加した日本の造船会社や海運企業や総合商社が経験を蓄積することで、世界のメジャー・プレィヤーとして国際競争力を高めてきたと言えます。
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日本の株価について1


 　今回は、堅調が続いている株価の動きについて考えてみたいと思います。
　日経株価は2008年のリーマンショック以降、一時は7千円台にまで沈んでいましたが、ここ3年の間に大きく回復し、4月には15年ぶりに終値で2万円台をつけるなど、この間に2.5倍程度上昇しています。そのため、この3年の間に株式投資を始めた人の中には結構儲かっている人、値上がり株を抱えて含み益を享受している人が多いのではないかと思います。しかし、株式投資をすればいつでもこのように良い結果が得られる訳ではありません。実際にバブル時代の終盤、1989年の終わりに日経平均株価は39,000円近くまで上昇しましたが、その後急落し、更に2000年代に入ってからのITバブルの崩壊によって8,000円近辺まで下がりました。その後一時18,000円位まで回復しましたが、リーマンショック後の急落で一時7,000円台をつけるなど、大きな変動を繰り返しています。このように株価が激しい動きを繰り返す中で、株式投資で利益を上げるのは簡単ではありません。私も株価の動きを正確に読む自信があったら、仕事をデイ・トレーダーに変えていたかもしれません。
　それでは、株価の水準自体を言い当てるのは難しいにしても、この株価は何により動き、そしてどのように決まっているのでしょうか？
此処まで話題にして来た日経平均は株価の指標の中でも、証券取引所に上場されている株式代表銘柄の平均価格ですが、その証券取引所という所はまさに「株」という「モノ」を取引する市場に他なりませんので、他の商品同様に価格を決めるは「需給」ということになります。ただ、需給が決めるといっても、証券市場の参加者の中には投機やさや取りの目的で、ごく短期で資金を運用する参加者も含まれていますので、皆が値上がりすると思ったら実際に価格が上がる、皆が下がると思ったら実際に価格が下がるというように―――こういうのを自己実現的な変動と呼びますが―――投機的な思惑を反映した動きも見られます。
　以上は実態の話ですが、少し理論的な観点から株高を考えてみましょう。一つの企業の発行済み株式の価値総額、これを時価総額といいますけれども、この時価総額のあるべき金額を、その企業の「将来亘ってのリターン」を「期待される投資利回り」で割り引くことによって求めることがあります。これを「収益還元法」と呼びますが、こうして求めた「時価総額」を発行済み株式数で割ってやれば、あるべき株価の目安が求められます。つまり、株価は企業の将来の良好なリターンが期待できれば上昇するし、投資家の期待する利回りが高ければ逆に低下するわけです。
より具体的には、企業の当期純利益、これは企業の売上から原価や人件費などの費用を差し引き、そこからさらに社債や融資の形で資金提供してくれている債権者への利払い、更に税金も差し引いた残りで株主の為の取り分（リターン）と考えることができます。将来に亘っての、この当期純利益を分子に、投資家が期待する利回りの水準、これは少々厄介ですが、長期金利と過去の株価データを勘案して求めた利回りを分母と考えて計算してやれば、あるべき株価総額が求められます。後はそれを発行済み株式数で除してやれば、株価の目安が求められます。
　この数式に則して考えると、分母の方の期待投資利回りについては、現在は日本に限らず欧米も含めて極端な金融緩和政策を実施中で金余り状態です。こうした中では、それ程高いリターンが見込めなくても株式市場にお金が入ってくるため、期待リターンも下がっていると見られます。一方、分子については、リーマンショック後に振るわなかった日本企業の業績が、アベノミクスによる円高修正効果や米国経済の回復などから昨年度より顕著に回復しており、今年度も継続する見通しです。分母が小さくなる一方で分子は増加しているため、株価総額や株価の増加・上昇に繋がっているということができます。
　その他にも、前に採り上げた法人税減税も税務署への支払が減る分株主へのリターンが増えるため、株価要因として挙げられます。尤も、減税分の大半は別の形での企業への増税で賄われるため、全体としてのインパクトは限られるでしょう。
　その他、今回の株価上昇の背景として、政府や日銀など公的な部門が直接間接に株式市場の需給に影響を与える政策によって結果的に株価を支えていることが特徴的です。詳しくは次回お話ししますが、ここでは具体例として「ＮＩＳＡ小額投資非課税制度」の導入や、日銀による「指数連動型上場投資信託（ETF）」の買い入れ、それと少し性格は違いますが、機関投資家の行動原則或いは企業側の行動規範としてのスチュワードシップ・コードやコーポレートガバナンス・コードの導入といったことを挙げておきます。
　まとめ：リーマンショック以降低迷していた日本の株価の回復がここ３年近く続いています。基本的な背景としては、従来からの金融緩和に加えて、円安等を起点として日本企業の業績が回復しているということが挙げられますが、その他にも政府による様々な株価支持効果を持つ政策が影響しているということも理解しておくべきでしょう。
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日本の株価について2


  前回は、最近の株価回復の基本的な背景として、アベノミクスによる金融緩和と円安等を起点とした日本企業の業績回復があることを説明しました。今回はその他の要因として触れた、政府や日銀などの公的部門による直接・間接の株式市場の需給に働きかける政策について説明します。
　ここでいう公的部門による働きかけ、或いは介入にはどのようなものがあるでしょうか。
まず、直接的に需給に影響を与えるものとして、日銀が金融緩和政策の一環として2010年12月から行って来ている指数連動型上場投資信託（ETF）の買い入れがあります。これは、日銀が株式そのものを購入する訳ではありませんが、TOPIXという株価指数に連動する投資信託を購入することで、TOPIXに含まれる株式を購入したのと同様の需給面での効果を市場に与えることになります。日銀は従来の年1兆円程度のペースでこのETFの購入を行ってきましたが、最近、それを年3兆円程度に増やすことを言明しています。
　また、政府は2014年1月からNISA（少額投資非課税制度）を導入しました。これは、証券会社や銀行が盛んに宣伝していますので御存知の方も多いでしょうが、個人が専用の口座を通じて年間100万円迄の株式投資をした場合、その配当や売却益が非課税となるものです。日本では個人の株式保有率が米国などと比較して非常に低いことが、株価の低迷や株価が変動しやすい一つの原因となっていると考えられていることが導入の背景にあると言われています。2014年内に1.4兆円のNISAを通じた投資が行われたとされていますが、未だ枠余裕があることに加え、政府はさらに枠の拡充も考えていると伝えられています。
　更に、2014年10月からはGPIF（年金積立金管理運用独立行政法人）が年金資産運用における内外株式での運用割合を大幅に増加すると発表したことがあります。GPIFというのは嘗ては年金福祉事業団と呼ばれていた政府の外郭団体ですが、130兆円もの公的年金資産を運用する、世界最大の年金運用機関です。従来、全体の運用資産のいずれも12%ずつとしていた国内株式、海外株式での運用割合を、それぞれ25%へと倍以上に引上げた訳です。つまり、これがフルに実行されれば、日本株への投資額は約17兆円増加することになります。更に、許容される基準からの乖離幅も従来の6%から9%へと拡大させていますので、それ以上のインパクトを市場にもたらす可能性もあります。
　これ等に加えて運用資産200兆円といわれる郵貯銀行も、運用資産の一部を株式に振り分けることを検討していると伝えられています。郵貯に限らずこうした公的機関による巨額の株式市場での運用は、それに同調する投資も呼び込んで需要を大きく増加させて株価を強く底支えする効果があるとされています。
　さらに政府の対応は、間接的にも需給に影響を与えています。今や、国際間を活発に移動する短期資金の規模は、「兆円」を超えて、「京円」という単位で論じられますが、こうした巨額の資金の一部が日本の株式市場に投資資金として流入することによっても、株価は大きく変動することになります。ここまでの株価回復局面でも海外の投資家が重要な役割を果たしてきたと考えられますが、こうした海外投資家も意識して、アベノミクスの中では、２つの施策が打たれています。それ等はステュアードシップ・コードの導入とコーポレート・ガバナンス・コードの導入で、両者はいずれも英国の制度を参考に金融庁の働きかけにより導入されるものです。
　まず、前者のステュアードシップ・コードとは、生命保険会社や投資信託運用会社など機関投資家の側に、投資先企業の株主総会などに臨むに当たっての行動原則を導入するよう働きかけたものです。また、後者のコーポレート・ガバナンス・コードは逆に企業側への働きかけとして、株主の権利や取締役会の役割、役員報酬のあり方など、上場企業が守るべき行動規範の原則を掲げたもので、上場企業はこのコードを採用するか、さもなければ採用しない理由を説明することを義務付けるものです。これまで国内の機関投資家は、ともすれば企業にとって「物言わぬ安定株主」と看做され、本来の経営監視機能を果たしてきたとは言い難い面がありました。その結果、企業による株主軽視を招き、それが日本の株式市場における問題点として海外投資家より再三指摘されていましたが、これらのコードの導入により、問題点の改善を図ろうとしたものといえます。こうした動きを好感して、海外の投資資金が日本市場に追加で流入し、現在の株価を支えている面があります。
　こうした政府になど公的機関による直接・間接の株価支持があるとは言え、そのことがどれだけ株式投資のリスクを軽減しているかというと、難しい面があります。世界を駆け回る短期資金は既に述べたように巨額でボラタイルな移動を繰り返しています。少しでも高い利回りを求めて瞬時に移動します。日本の株式市場の動きと海外の株式市場との連動性も強まっていることもその一つの表れです。つまり、海外発の株価の急落といったことも十分にあり得るということを意識しておく必要があります。また、地政学的な事象などにより投資家がリスク回避的姿勢を取ると、株式市場など相対的にリスクの高い市場から、一斉に資金が引き揚げることも想定されます。要は、株式に投資するにしても様々なリスクを認識した上で、自身に見合った規模で、飽くまで自己責任で投資することが重要だという点には変わりないということです。
　まとめ：今回の株価の回復の背景には、日本経済や日本企業の業績回復に加えて、政府・日銀などの公的部門による施策が、直接・間接に株式市場の需給に影響を与えていることも反映していると考えられます。これらは当面は需給面で株価を支える方向に働くとしても、株式市場にも流入している巨額にして移動性の高い短期資金の存在を考えると、リスクの評価をおろそかにすることはできないでしょう。
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学び方を学ぼう①


 
少し前に、『２７歳からのＭＢＡ　グロービス流ビジネス基礎力１０』（東洋経済新報社、２０１４）という本を出版しました。この本では、マネージャーやリーダーになった時に良いビジネスを行うために、若いうちに身につけておかなければならない能力について説明しました。特に、論理思考能力やコミュニケーション能力など、１０個の能力を取り上げています。
この本を書いているうちに、どうしたらこれらの能力が身につくのだろうかという疑問が、私の中に生じました。何を学べばよいかという点について書かれた本は、世の中にかなり出回っています。しかし、どうやって学べばよいかという点については、読書法や文章を書くことに限定した本がある程度でした。もっとも中には、脳科学等にもとづく本も見られますが、それはメカニズムを説明するもので、実践的ではありませんでした。また、極めて優秀な特定個人が自身の勉強法を説明する本も散見されましたが、一般の人にとっては参考にし難いものでした。このように、ビジネスパーソンに対して学び方を伝える本は、未だ著されていなかったのです。
そこでこの四月に、『２７歳からのＭＢＡ　グロービス流ビジネス勉強力』（東洋経済新報社、２０１５）という本を、三人の共著で出版しました。その三人とは、私と、この番組にも登場している荒木、そしてグロービス大阪校と名古屋校の責任者をしている村尾です。私たちはグロービスで教えているという関係上、一人当たり一年間に千人以上のビジネスパーソンとコミュニケーションしています。そうした人々の中には、ハイパフォーマーな人、あるいは、グロービスでの学びを通してハイパフォーマーになった人が、多く見られました。そこで、この人たちの学び方の共通因子を抽出し、特徴を明らかにすれば、色々な人にノウハウとして提供できるのではないかと考えました。
それではどうして、学ぶということが重要なのでしょうか。その理由は、端的に言えば、世の中の変化が激しい点に求められます。以前は、先輩であることによる比較優位が、会社の中で保たれていました。新人が三年上の先輩を抜かすことは、非常に難しいものでした。しかし最近では、特にITの世界などでは大学を卒業したての新人が、最先端の技術やスキルを持っていることが十分にありえます。世の中がどんどんどんどん進化する現状、学び続ける姿勢を身につけないことには、ビジネスで勝負することすら難しくなっているのです。学ぶ技術を身につけた人は、あとは学ぶ対象さえ決めることができれば、パワフルに活動することが可能となります。
このように学び方を学ぶことは極めて大切ですが、皆さん、学校で学び方自体を習ったことはないと思います。算数や国語、英語を学ぶように言われることはあっても、効率的にそれらを身につける方法を教えられることはありません。中学受験用の塾の先生が、「自分なりの学び方を身につけた子供が受験に成功する」と話されているのを聞いたことがあります。これに私は、非常に納得しました。たとえば、一日二時間勉強すると決めて実行できる子、自分が覚えたかどうかを自分なりにチェックする方法を知っている子は、しっかりと石を積み上げることができるので、最終的に受験で合格します。これは、大人であっても同様です。
こうした経緯があって、日本のビジネスパーソンの基本的な能力をベースアップするために、今回この『２７歳からのＭＢＡ　グロービス流ビジネス勉強力』を出版するに至りました。次回以降は、この本の中身を少しずつ紐解いていきたいと思います。キーワードは、「学び方を学ぼう」です











BBIQモーニングビジネススクールEPUB版2014年12月号 -  - 英国における異文化(22)




英国における異文化(22)


 「英国における異文化シリーズ」22回目の今日は、「パブと酒類」の４回目になります。
今日は飲み物の概論について、少しマイナーなものから幾つかお話をさせていただきます。ビールやスコッチの他に、サイダー、ラム、ウオッカ、テキーラなど、向こうの方が良くお飲みになるお酒というのがありますが、これらは今日は飛ばして「ジン」からお話したいと思います。
「ジントニック」などで日本でもよく飲まれている「ジン」ですが、元々はオランダが発祥になります。しかし現在日本で馴染のある「ジン」は、ロンドンで作られているジンのことを指していることが多いと思います。銘柄で言うと「ビーフイーター」と言う赤い文字と赤い服を着た兵隊さんみたいな人のラベルが目印です。これは、世界遺産のロンドン塔がかつて牢獄として使われていた時代の番人をモチーフにしていると言われています。正式名称は別にありますが、当時の偉い方々の食べ残した牛肉を持って帰ってもいいという特権があったということで「ビーフイーター」という名前が付いているそうです。味はお飲みになった方でないと分からないと思いますが、トウモロコシとか、大麦とか、そうしたものを主原料として薫り付けにいろいろ植物を使っており、その調合が秘伝になっていて未だに外部の人には秘密とされているそうです。特徴としては、世界に出回っているビーフイーターは全てロンドンの都市部の中にある蒸留所で作っているというのがおもしろいところです。通常スコッチとかですと、いい水を求めてスコットランドの田舎の方で作るなど自然を求めていく場合が多いのですが、この「ビーフイーター」はロンドンで作り続けています。これがどうしてなのかは私も分からないのですが、ビーフイーターというとロンドンだと皆さんお分かりになられると思います。
ではこれを使ったカクテルをみなさんご存知でしょうか？
「ジントニック」は先程申し上げましたけれども、「ジンライム」や「ジンフィズ」なんていうのもありますね。それともう１つ、「マテｨーニ」があります。
次に、これは日本ではあまり見かけないと思いますが、「ピムス」というお酒。Pimm's書きます。
これは、ドライジンベースのスピリットですので、やはりイギリスの産物になります。これを炭酸のソーダで割って作るカクテルが有名で、パブで「ピムスくれ」と言うと、そのカクテルが出てくるほどです。これはラジオでは伝わりにくいのですが、驚きのカクテルで、初めて目にしたときには目が点になりました。なぜかというと、キュウリがデカデカと中に入っていたり、香草が葉っぱごと乗っかっていたり、そこに果物が散切りにして入っているど、フルーツポンチさながらいろんなフルーツやら、香草やらが入っています。一杯だいたい５ポンドくらいのお店が多いので、今のレートで言うと凄いことになりますが、とても美味しいです。女性で好きな方も多く、学生を連れて行くと、特に女子学生さんたちはこれにばかり嵌ってしまいました。
日本では通販で探すと手に入るのではないかと思うので、どうぞ取り寄せてカクテルを作ってみてください。
炭酸水で割って、いろんなフルーツとか香草を入れればいいと思います。少し甘みが付いていると思いますので、これがまた美味しいです。ほっぺたに鱗のスペアが20個ぐらい必要になりますね。騙されたと思ってお試しください。
最後に「ポルト」と言う特殊なワイン、葡萄酒の話をしたいと思います。
これは福岡でもおそらく特殊なワイン屋さんなどには置いてあると思います。ポルトガル産でポルトという名前なのですが、普通のワインと違い、栓の所にナンバーを振った封緘紙がしてあるのが特徴です。これはおそらく通し番号になっていて品質を表す番号になっていていかにも特別な感じがします。度数もだいたい20度前後で、甘みが強く、葡萄の味が凄く濃いのです。どろどろの真っ赤な色をしています。これが日本ではあまりポピュラーではないのはどうしてでしょうという感じなのですが、これを飲み付けると凄くいいです。ただワインのようにガブ飲みするものではなく、ちびちびとやるものなのですけれども、良かったら探してもらえるといいかなと思います。向こうに行くと、大きなフォーマルなパーティの最後にデザートとして出てくるようなお酒です。日本で言うところのワインではなく、葡萄酒という範疇のものです。これもどうぞ探してみてください。ナンバーの貼っているものを購入すると、どこか自分が特別な人間になったような気持ちになりますよね。
今日は、イギリスはお酒の美味しい国ですが、メジャー系を後回しにして、マイナーなジン、ピムス、ポルトの３つについてお話ししました。
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ビジネスに関係した英語表現(21)


 「ビジネスに関係した英語表現」の21回目の今日は、「景気に関係した用語」表現を見ていきましょう。
景気がいい悪いというのは、ビジネスマンにとってはどうしても気になるところですが、「好景気」を英語で何と言うか、というところから入っていきましょう。
<B><font color="BLUE">■「好景気」と「不況・不景気」</B></font>
日本語では、いいも悪いも両方景気という言葉が入ってくるわけなのですが、英語では単語は別にして、いい方の景気は"Boom"と言います。何かがブームになるとかのブームです。もちろん英文表現としては、"Economy is running well."などという表現をすることもありますが、単語としては"Boom"を使います。逆に「不況・不景気」は２つありまして、"Recession"もしくは"Depression"と言います。
"Recession"というのは、動詞の"recede"に由来し、「後退する」という意味から来ています。それから"Depression"というのは、いわゆる躁鬱の鬱と言う意味もあるぐらいで、「落ち込んでいる」ということです。
<B><font color="BLUE">■「景気が回復する」</B></font>
さて、景気はなるべく皆さんにとっては回復して欲しいものなのですけれど、次は「景気が回復する」という表現をご紹介しましょう。様々な表現があるのですが、今日特に"Pick up"をご紹介したいと思います。
"Pick up"は、「拾い上げる」という意味なのですが、その他にも「病気にかかる」という意味があります。
"pick up a cold."で「風邪を引く」という意味になります。
ここでは自動詞的に使って、「持ち直す」という意味で"pick up"を使います。
"Business is picking up."で「今景気が回復中」という意味になります。
<B><font color="BLUE">■「価格が上がる・下がる」</B></font>
さて、どんどん行きましょう。景気というのは値段の上下を伴うわけですが、「値段が上がること・下がること」です。
一番簡単な単語は、上がる方は"rise"、下がる方は"fall"ですよね。
下がる方は"drop"という人もいますけれども、それをもう少しハイクラスの単語で言うと、高く上がる方は"appreciation"。普通動詞で"appreciate"と言い、「感謝する」とか、「褒める」という意味で使われますね。
よく経済用語では普段と少し違った意味で使われる単語が多いという話をしましたけれども、その１つがこの"appreciation"、「高騰する・値段が高くなる」です。低くなる方は"fall"ですけれども、これも"appreciation"の反対語で"depreciation"などと言います。どうやって使うのだと気になった方は、辞書を見て勉強しましょう。
<B><font color="BLUE">■「鰻昇り」</B></font>
次、日本語では物価がドドドドと急上昇することを「鰻昇り」と言いますね。
英語ではこれを「ロケット昇り」と言い、スカイロケットを動詞で使います。
例えば、「いやぁ今、物の値段が鰻登りで」と言うときは、"commodities"、「日用品」という単語を使い、
"Price of commodities are skyrocketing."という言い方をします。
<B><font color="BLUE">■「低迷する価格」</B></font>
次は上がらずに底を這っている、「低迷する株価」という表現です。
「株価」：" stock prices."
"stock prices"が標準です。
「低迷する」をどう言うかというと、皆さんご存知の"slump"を使います。
"slumping"、"slump"を動詞に使って-ing形にして、"slumping stock prices."と言います。
<B><font color="BLUE">■「景気が底を打つ」</B></font>
「景気が今は度底を打つ」という言い方がありますね。これ以上下に行かないと言う意味ですが、これは英語でも同じで"Economy hits the bottom"、または、"hit bottom"と言います。
<B><font color="BLUE">■「（景気が）頭打ちになる」</B></font>
今度は景気が「頭打ちになる」という表現です。これは先ほどの"hit bottom"ではなく、"reach the ceiling"、「天井に達する」という言い方を使います。
"Economy reaches the ceiling."
<B><font color="BLUE">■「インフレ・デフレ・バブル」</B></font>
どんどん行きましょう。「インフレ・デフレ」はもう皆さんわかりますね。
"-tion "の形を付けて"inflation"、"deflation"です。
そして、「バブル経済」を"Bubble Economy"といいます。
"Bubble"は「泡」。まさに泡沫のようなということになるわけなのですけれども、イギリスでもずいぶん前にこういうバブルの事件があって、何世紀も前の英語の表現に"bubble"があるのです。
<B><font color="BLUE">■「バブルの崩壊」</B></font>
そして「バブルの崩壊」は、「破裂する」と言い、"bubble burst"と表現します。"burst"は、タイヤがパンクする時に使われます。
最後に１つ問題です。「世界大恐慌」というのを歴史でも習ったと思いますが、英語で何と表現するでしょうか。
これを今日最後のおみやげにしましょう。
"The Great Depression"と言います。ＧとＤを大文字にして固有名詞扱いで使います。
ビジネスに関係した景気の表現。意外な表現やいつか出ていた表現、いろんなものが出てきましたね。鰻昇りがロケット昇り、世界大恐慌が"the Great Depressopn"この２つだけでも覚えておきましょう。
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『デザイン思考』による新しい事業創造(その1)


 【 今回のまとめ】
・工業社会、知識社会を経て、「創造社会」で価値を生み出す方法への関心が高まっており、それを実現する『デザイン思考』が注目されている。



・近年、『デザイン思考』という言葉を耳にすることが多い。『デザイン思考』による製品開発コンサルティングで世界的に著名なIDEOという会社のトップのティム・ブラウンは、「デザイン思考とは、デザイナーの感性と手法を応用し、技術的実現性とビジネス戦略をもって、人々のニーズを顧客価値や市場機会と合致させること」と定義している。つまり、デザイナーの持つ創造性を経営戦略に反映させる方法だという。
・ここで、一つ疑問が浮かぶのが、「デザイナーの感性と手法」とは何か？ということだ。
・そもそも狭い意味の「デザイン」とは、プロダクト・デザインやグラフィック・デザインなど、美術系の学校で教わる「機能と形を結びつける行為」を指してきた。
・しかし、『デザイン思考』におけるデザインとは、「観察対象に感情移入・共感して、自分が暮らす日常世界を他者の目で観察し、新しいアイデアを表現する構成を考えて、最終的な形に落し込むこと」である（「デザイン思考の道具箱」、奥出、2013年）。そのプロセスでは「デザイナーの感性と手法」がとても有効に働く。ユーザーの利用シーンを綿密に観察し、そこでユーザーが抱える問題の大きさや深刻さを感じ取り、それを解決するための新たな手段（単なる形の提案に留まらない）を考案して形に落し込むことは、デザイナーの得意技だ。
・IDEO創業メンバーのビル・モグリッジ（ラップトップ・コンピューターを世界で初めてデザインし、世に出した）は、「我々は動詞をデザインしている。名詞ではない」と述べている。つまり、製品そのものやサービスそのものの名詞をゴールにすると、何らかは世に生み出されるものの、それが本当のユーザーの問題を解決するとは限らない。開発者がゴールにすべきなのは、ユーザーの困っていること（＝動詞に表れる）を取り除くことなのだ。（例えば、スマホという"モノ"がゴールなのではなく、外出中でもベッドの中でも、いつでも好きなときに他者とコミュニケーションを取るとか、知りたい情報に瞬時にアクセスするという「一連の動詞」を満足させることがゴールなのだ。）
・また、ピーター・ドラッカーは、「デザイン思考は、ニーズを具体的な市場における需要へと転換する」と述べている。つまり、ユーザーは自分がどんなニーズを抱えているかについて、実は正しく理解できておらず、その結果、潜在的に不便さを感じながら生活している場合が多い。そのような「存在するが目には見えない問題」を明らかにして、それを解決する手段を具体化する（製品やサービスに落し込む）ことで、購買などの需要へと結びつけ、ビジネス化する、ということを意味している。
・このような「デザイン」の力を経営戦略と結びつけるのが、『デザイン思考』という手法なのだ。
・２０世紀のビジネスは、効率性の追求で利益を上げてきた。GEのカリスマ経営者だったジャック・ウェルチの「選択と集中」も、トヨタの「カンバン方式」や「カイゼン」も、ムダを限界までそぎ落として効率性と収益率を高める手法だ。そのために必要な技術が開発され、それを担う人材が育成されてきた。従って、２０世紀は工業化社会とも呼ばれ、様々なモノで生活を便利にすることができた。
・その後、70年代頃から「知識」への関心が高まっていった。モノによって生活を便利にできるが、それ以上の豊かさを得るためには「知識」がカギを握る。ものづくりという行為やそれを担う組織を司って価値を創造するカギは「知識」にあるとされ、知識社会とも呼ばれるようになった。企業経営でも、知識マネジメントが重要な位置を占めている。
・一方、２１世紀に入り、インターネットの普及に伴って情報伝播のスピードが革命的に早まった。その結果、独自のものづくり能力や知識の保有によって競争優位性を維持することが徐々に難しくなりつつある。
・そこで、キーワードとして注目されているのが「創造性」だ。『デザイン思考』でいうところのデザイン、つまり「観察対象に感情移入・共感して、自分が暮らす日常世界を他者の目で観察し、新しいアイデアを表現する構成を考えて、最終的な形に落し込む」という行為を、創造性発揮と価値を生む手段として活用し、経営戦略に結びつける『デザイン思考』に関心が高まっているのだ。
・デザイン思考の専門家には、「デザイン思考は0から1を生み出す。1を10にするのが技術経営（MOT）で、10を100へと拡大させるのがMBAだ」と述べる人もいる。０から１を生み出すとは、「そもそも何を作ればよいか？」という問いに対して解を与えるもので、価値創造プロセスの最初のステップで重要な役割を持つ（ここを間違えたら、その後の1を10に、10を100にする投資が全てムダになりかねない）。
・次回は、『デザイン思考』の具体的なプロセスについて解説したい。
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『デザイン思考』による新しい事業創造(その2)


  【今回のまとめ】
・デザイン思考は、「観察」→「概念化」→「プロトタイピング」→「実験」を繰り返すプロセスから構成される。この過程で「自画自賛」や「独善的」な状態に陥らないよう注意することで、ユーザーの真の問題を解決する、イノベーティブな製品やサービスを生み出しうる。



・デザイン思考の重要なコンセプトのひとつが「人間中心のイノベーション」だ。そして、デザイン思考では、（１）人間にとって望ましいこと、（２）技術的に実現可能なこと、（３）ビジネスとして成長性があること、の３つの関係性を意識することが重要だ。
・デザイン思考のプロセスは、「観察」→「概念化」→「プロトタイピング」→「実験」を繰り返すプロセスから構成される。
・まず、観察の段階では、多様な視点から対象を観察するため、様々な分野の専門家からなるチームを組成し、現場に赴いてユーザーを観察する。この段階で重要なことは、「問題解決の方法」を考えてはいけないことだ。現場でユーザーに何が起こっているのか、その問題はなぜ生じているのか、その問題はどのくらい深刻なのか、といったこと深堀りすることを通じて、問題の本質に到達する。これに関して、よく「ドリルを買いに来た客」の話が引き合いに出される。ドリルを買いに来た客に、そのままドリルを売るのではなく、なぜドリルが必要なのかを掘り下げて聞いてゆく。すると、目的が「壁に絵を掛けたい」だけだということが判り、ドリルを売るのではなく、壁に絵をかけるのに最も相応しい商品を勧めることができる。
・逆に、観察が十分で無いままに問題解決の方策を考えてしまうと、個人の思い込みや自画自賛にまみれた、間違った解決策を導き出してしまうので、注意が必要だ。
・観察によってユーザーの問題を特定したあとは、いよいよ問題解決方策を考案し、それを「概念化」する。この時は、ブレーン・ストーミングなどアイデアを否定せず自由に発散させる方法で、スケッチやポストイットを活用して、とにかく固定観念にとらわれない多様なアイデアを出して、それらをチームで共有する。その中から、挑戦にふさわしいアイデアを絞り込んでいく。奇想天外に思えるアイデアも否定したり捨ててはいけない。一見、奇想天外なアイデアも、実際の解決策の提案のヒントになることがあるからだ。
・製品やサービスの概念が確定したら、次は、プロトタイピング（試作品づくり）だ。実は、ラフスケッチやポストイットのメモだけでは、自分自身の発想が十分に解き放たれていない。それを、具体的な形にしてチームで共有してみることで、新しい視点の発見や見過ごしていた重要な問題に気づくことが多い。最初の試作品はダンボールを組み合わせて色を塗ったような不格好なもので構わない。出来た試作品を皆でいじりながら改良を加えて、ユーザーの観察で得た気づきが適切に反映されているかどうかを確認することを繰り返す。何度目かの試作を繰り返すうちに、徐々に出来が良くなってくる。
・プロトタイプは「仮説」の塊だ。次は、ユーザー実験を行って仮説を検証する。実際のユーザーに触ってもらって感想を求めると、自分たちが見過ごしていた点を発見できたり、よりよい形やサービスを見出すことが出来る。逆にユーザーの反応が悪い場合は、なぜそうなのか、ユーザーの求めているものとどこがずれているのかを明らかにして、場合によっては「ピボット（方向転換）」する勇気も必要だ。何度かのプロトタイピングと実験、ピボットを繰り返して製品やサービスのイメージを絞り込んでブラッシュアップする。
・これらのプロセスで最も注意しなければならないのは、人は「自画自賛」や「独善的」な状態についつい陥りがちだということだ。慶応の奥出先生は、デザイン思考でやってはならない７つのこととして、次の事柄を挙げている。
1.答えはここにあるのであって、外にはないと考える
2.話ばかりして作らない
3.可能性を検討している時に、実効性を議論する
4.利口に振る舞う
5.間違いを許さない
6.他部門が集まれば多様な視点を得ると勘違いする
7.プロセスを守ればうまくいく
・デザイン思考は、フライパンや洗剤などの日用の消費財だけでなく、国家の鉄道システムや物流システムなど、巨大なビジネスにも適用しうる。
・当事者が気づいていない問題を、様々な思い込みを排除しながら、実際の現場やユーザーの言動にもとづいて忠実にえぐりだして特定し、問題を違和感なくスムーズに解決するアイデアを盛り込んで、創造的な製品やサービスとして結実させる力を『デザイン思考』は秘めている。
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学び方を学ぼう②


 
前回に引き続き、拙書『２７歳からのＭＢＡ　グロービス流ビジネス勉強力』（東洋経済新報社、２０１５）の内容について話をさせていただきます。二回目となる今回は、ビジネスパーソンの皆さんが新しいことを学ぼうと考える際に陥りがちな罠について説明します。
たとえば、「最近では英語が重要だと世の中で言われているので、いつ使うことになるかわからないけれども英語を学ぼう」と考えたとします。そこで英会話の塾へ通ったり、インターネット上でフィリピン人講師と英語を勉強できるスクールへ申し込んだりしても、継続しないことにはできるようになったという実感は湧きません。結局、「結構お金を払ったのに、無駄になっちゃった」という話は、よく聞かれるものです。これは、体を鍛えようと考えた際にも同様です。お金を払ってスポーツジムへ通い始めても、徐々に通う頻度が低くなり、ついには辞めてしまうのです。他、中小企業診断士の通信講座を始める人はたくさんいるらしいのですが、最後まで続ける人はなかなかいないとも聞きます。
これらの共通点は、目的意識が不明確であることです。ただでさえ忙しい日々の中で学び続けていくことは、非常に難しいものです。キャリアをきちんと考えることなく、明確な目的意識を持たないままで学びを始めても、なかなかパワーが出ません。ですから、学びを始める際には、何のためにそれをやるのかということを、自分の頭の中でできるだけクリアにしておくことが、継続するために最も大事なことの一つなのです。具体的な目的を実際に書き出し、また、時折書き直してみるとよいでしょう。時々目的を見直し、目的を設定し続けることが、学び続ける際には有効です。
また、忙しいから何もできなくなるという罠に陥る例もまま見られます。何かを学び始めても、日々の忙しさを言い訳にして、結局やらなくなるのです。忙しいという漢字は、心という字に亡くすと書きます。忙しい病に罹ってしまうとそこから一歩も出られなくなってしまうのが、世の中の常なのかもしれません。しかし、忙しいのは当たり前です。そこでどれだけ頑張ることができるかが、成長を実感する上で重要なのです。忙しいことを大前提とした上でどこまで自分の時間やエネルギーを学びに割くことができるかという点が、勝負の分かれ目となるのです。グローバル化が進んでいく現状、ハングリー精神が極めて強い国の人々と勝負をする機会がどんどん増えてきます。日本人である私たちが日本人の枠の中で隣の人よりちょっと頑張っている程度では、通用しなくなります。この点、しっかりと意識していただきたいと思います。
その他、インプットしっぱなしという罠に陥る人も多く見られます。読書などを通して大量の情報をインプットして物知り博士になったはいいものの、明確な自分の意見を出せないままではどうしようもありません。どれだけインプットを頑張っても、今では誰もがスマホを持っており、すぐにグーグルにアクセスすることができます。情報を持っているだけでは、足らないのです。インプットすることはもちろん大事ですが、その意味や、それについての自分の意見をきちんと考え、自分の中で振り返るようにしないと、価値ある学びにはなりません。
今日の話をまとめます。
学びを始める際には、何のために学ぶのかということをきちんと目的として設定しましょう。そして、必要な情報をインプットしましょう。しかし、インプットだけでは意味がありません。インプットした情報の意味や目的を振り返ることで、自分の体の中に刷り込ませていくとよいでしょう。
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今日は、日本の経済成長について話します。
日本は小さい島国ですが、海外から輸入したものに付加価値を付けて海外へ輸出することで、貿易収支を黒字に保っていました。しかしこの四年くらい、貿易赤字が続いています。震災後に原子力発電の操業が停止し、代わりに火力発電所を動かし始めましたが、そのために原油やＬＮＧを大量に輸入しなければならなくなり、輸入額が増加しました。一方で、プラザ合意やリーマンショック以来続いていた円高のために、日本の工場が中国や東南アジアに移りました。それらの工場から製品が輸出されたとしても、それはアジアからの輸出で日本からの輸出品には含まれません。そのために、輸出額は減少しました。したがって、貿易収支が赤字に転じているのです。
日本が海外に対して持っている金融資産から海外が日本に対して持っている金融資産を引いた純金融資産は、実は世界一です。そのため、海外に持っている金融資産から貰うことができる金利や配当などの所得収支も、相当に大きいものです。所得収支が大きい以上、日本経済は当面は大丈夫と考えられていました。しかし、すごい勢いで貿易収支が赤字となり、これまで貯めてきた純金融資産から生ずる所得収支を超えて、経常収支が一時赤字になってしまいました。日本では大方の経済学者が、こうした事態を予測していませんでした。ところがその後、ありがたいことに円安が進み、アメリカ経済が回復し、日本からアメリカへの輸出が増えました。また、原油が安くなったこともあって、貿易収支の赤字が小さくなってきました。その結果所得収支の黒字が貿易収支の赤字を超えて、経常収支が黒字に戻りました。
一方で、サービス収支に含まれる旅行収支は、これまで大変な赤字でした。しかし近年、日本を訪れる外国人旅行者が随分増えて、旅行収支が黒字化してきています。その理由の一つは、円安です。日本から海外へ行くことは難しくなっていますが、海外から日本へは来やすくなっているのです。また、海外からの旅行者を受け入れようと、デパートの中に免税店を設けたり、韓国語や中国語で対応できるように整えたりと、外国人旅行者を受け入れるためにいろいろな努力を講じています。
なおアメリカは、以前は大変な貿易黒字国でしたが、最近では貿易赤字国になっています